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マンション管理組合における管理行動の比較分析
-板橋区T集合住宅団地の管理組合を事例としてー
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西国奈保子*
本稿は、マンションが都市型持ち家住宅として大都市に普及し定着してきていることを
背景に、その管理主体である管理組合の自主的運営を支える組織的・社会的要因を考察す
ることを目的としている。具体的には、板橋区内のT集合住宅団地における3つのマンショ
ン管理組合を比較調査する研究作業の一環として、このうちの2つの管理組合を事例分析の
対象とした。分析にあたっては、専門性を背景とした管理会社等の影響力からの理事会の
自立性と、非営利組織としての理事会の自律性という 2つの視点から、仮説的に自立型管理
システムと依存型管理システムとに類型化して、両者の比較考察を行った。この分析枠組
みのもとに、理事会の組織構造と管理行動とについて定性分析を行いその特質を明らかに
するとともに、理事会の管理行動に対する居住者の満足度・関心度については定量分析を
行い、双方の分析結果を総合して両システムの特質を明らかにしようと試みた。
本研究により得られた主な知見は次のとおりである。すなわち、定性分析の結果から、
自立型管理システムのもとでの理事会は、分権的で、柔軟性、専門能力がともに高い組織
構造のもとに、居住者に聞かれた組合運営スタイルといった管理行動特性をもつことであ
る。他方、依存型管理システムのもとでの理事会は、自立型とは対照的な組織構造のもと
に、居住者に閉じられた組合運営スタイルといった管理行動特性をもち、かつ管理会社と
強い協調関係がみられることである。また、定量分析の結果からは、理事会の管理行動特
性として掲げた仮説のうち、居住者の満足度の側面からみた経済性、透明性および快適性
といった対応するほとんどの評価項目と居住者の関心度の側面からみた認知度の評価項目
において、自立型が依存型に比べて相対的に高い評価を得ていることが明らかとなった。
以上の知見から、管理組合の自主的運営を支える組織的・社会的要因として、理事会の
聞かれた運営スタイルや運営プロセスへの居住者参加、ならびに管理会社等からの理事会
の自立性といった条件を明らかにすることができた。
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1 .はじめに
1. 1 研究の背景
マンションは1960年代から供給が本格化し、
今日では都市型持ち家住宅として普及し、定着し
てきている。マンションのストックの総数は全国
で約385万戸、約1000万人が居住しているといわ
れ、東京都にはそのうち約60万戸が集中してい
る(注 1)。また、供給初期のものは築後30年以
上が経過しているために、建物の老朽化や設備の
旧式化などへの対応が迫られている。しかし、マン
ションの維持管理には、特有の法律上・技術上の
専門知識や、複数権利者間の意思決定が必要であ
り、区分所有者の組織である管理組合を自律的か
っ自主的に運営することには困難が伴うのが現状
である。このような社会的状況に加えて、阪神・
淡路大震災を契機に、近年には政治課題・行政課
題としてマンションに注目が集まり、さまざまな
行政施策が展開されつつある(注2)。
これらのことから、管理の適正化や居住環境の
向上、都市の再生といった観点において、マン
ションを社会的資産として維持・管理することが
必要となってきているといえる。
加えて、マンションの約7割がその維持管理を
管理会社へ全面委託し、約2割が一部委託してい
る現状ではあるが(平成 11年度マンション総合
調査)、「マンションの管理の適正化に関する法
律Jに基づく「マンション管理適正化指針」は、
管理組合の主体性、自立的民主的な運営、区分所
有者等の積極的な参加を求めている点に注目する
必要がある。管理組合が、組合員自らの責任と負
担のもとに共同してマンションの維持管理にあた
るという基本的な責任を負うことが、ここではあ
らためて求められているのである。
1. 2 研究の目的
しかしながら、管理組合は、専門性を背景とし
た管理会社等の受託会社や専門業者といった市場
におけるサービス供給主体に多かれ少なかれ頼ら
ざるを得ない。このため、管理組合の民主的統制
という視点からは、このような外部組織の影響力
や情報の非対称性をいかにコントロールして、組
合員ならび、に居住者への責任を果たしていくのか
が問われていると考えられる。このような意味に
おいて、管理組合は区分所有者の共同の利益を追
求する経営組織であり、また、集合住宅という空
間的に集中した居住環境に伴う共同的生活問題を
処理する非営利組織でもある。さらに、より積極
的にその意義を捉えた場合、都市に展開する地域
コミュニティとして、あるいは人々のボランタ
リーな活動の場としての可能性を持つものだと考
えることができる(注3)。
マンション管理および、居住者に関する既往研究
は、建築系分野と社会学系分野で多く行われてい
る。
建築系分野では、外部からの管理組合支援体制
や管理組合の内部システムに関する研究が行われ
ている。とくに、管理組合と管理会社との契約関
係については「委託型Jと「自力型Jを区別し、
さらに管理運営における管理組合の主導性に着目
して、「委託管理Jといわれるもののなかにも管
理組合自らが主導権をもっ場合があることが指摘
されている(注4)。居住者の管理意識に関する
研究では、所有形態や住戸タイプとの関連が指摘
され、いわゆる管理困難層の存在が明らかにされ
ている(注 5)。また、住環境改善活動に着目し
て、理事会の自主的管理行動について指摘した研
究もみられる(注6)。
他方、社会学系分野では、主として都市社会学
と法律学ならびに法社会学において、集合住宅居
住に関する研究が蓄積されている。これらは、集
合住宅居住者という個人レベルでその特性を捉え
ようとしたものが多い。具体的にいくつか取り上
げると、まず、都市的生活様式に着目して一括委
託管理形態の典型例を提示した倉沢らの研究を挙
げることができる(注7)。この研究は、集合住
宅居住によって生じる共通問題を専門処理する管
理システムが、地域外の諸サービスや住民の相互
扶助的諸活動とどのように連関しているのか、ま
た住民個人レベルの生活構造との連動はどのよう
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なものかの解明を試みている。また、マンション
居住者問の紛争を事例にマンション居住者という
集団について考察した研究では、良好な紛争解決
がいかに困難であるか、その要因と併せて指摘さ
れている(注8)。一方で、管理組合は、所有者の
財産保全を目的とする組織であるにとどまらず、
場合によっては自治会などの住民組織として機能
している側面があることを指摘した研究もみられ
る(注9)。
倉沢らの研究を除いてこれらの既往研究は、管
理組合と居住者を別々に論じる傾向が強い。また、
倉沢らの研究は、都市的生活様式に焦点を当てて
いるため管理組合の組織と管理行動を正面から調
査分析したものではない。さらに、理事会の組織
構造、管理行動を中心に管理組合の意思決定過程
に焦点をあてた分析はとくにみられない。
これらのことから、管理組合の分析に当たっ
ては、管理組合に対する国や自治体の支援体制や
管理会社に対する社会的規制といったマンション
管理の社会的システムはもとより、管理組合組織
の自治にかかわる問題を取り上げることが必要だ
と考えられる。すなわち、管理組合の運営方針を
実質上決定し、執行活動を受け持つ理事会の組織
特性に着目する視点、および、理事会の組織特性と
管理行動に対する居住者の意識や組合参加行動と
を総合的に捉える視点を持つことである(注10)。
そこで本論文では、管理組合理事会が専門性を背
景とした管理会社等の影響力から自立的であり、
かつ、組合運営が主体性や構成員の参加といった
意味で自律的である管理行動を理事会の自主的な
管理行動として捉え、この維持・継続を支える組
織的・社会的要因を検討することとする。
E 
-居住者の満足度および関心度
1. 3 分析の視点
具体的な分析の視点は、次の4点とする。①管
理組合の理事会は、業務執行の具体的な意思決定
機関として作動することで組合運営方針の立案機
能を担うとともに、経常的な執行活動も行ってい
るため、ここに分析の焦点をあてる。②理事会の
管理行動に注目して管理組合における管理システ
ムの分析枠組みを自立型および依存型として仮説
的に提示し、これに基づいて事例の比較分析を行
う。そこで、理事会の組織特性としての組織構造
および管理行動特性を考察する。③自治体による
マンション関連施策と管理組合の接点として、理
事会が具体的な行政施策をどのように取り入れ、
また居住者がどのように受け止めているかを検討
する。④自立型管理システムは、管理行動に対す
る居住者の満足度および関心度とどのような関係
にあるかについて依存型管理システムとの比較を
通じて明らかにする。これらの視点の関係を図式
化すると図1のように示すことができる(注目)。
次に、分析の視点②に示した管理システムを捉
える分析枠組みを具体的に提示する。まず、理事
会が専門性を背景とした管理会社などの受託会社
の影響力から自立的であり、かつ、非営利組織と
しての理事会の自律性・自主性が観察される管理
組合の管理システムを自立型管理システムとして
捉える。反対に、理事会が管理会社などの受託会
社の影響力に依存的であり、組織としての理事会
の自律性・自主性が制約されている管理組合の管
理システムを依存型管理システムとして捉えるこ
ととする。
これらの両管理システムにおける理事会の組織
E 
・管理システムの要因・生活規定要因・居住
関連要因・参加行動要因などの条件
理事会の組織特性の違い
図1 管理システム分析の方法
30 総合都市研究第 78号 2002
構造および管理行動の比較を通して、自立型、依
存型の各々の組織特性を指摘する。さらに、理事
会の管理行動特性の違いと、管理行動に対する居
住者の満足度および関心度との問にどのような関
係がみられるのかを明らかにしようと試みる。
ク戸数は、 1999年末時点で江東区、大田区、世田
谷区に次いで多く、 30，723戸である(注 13)。ま
た、板橋区全体では、建築後経過年数による新築
期、修繕期、改修期のマンションはそれぞれほぼ
1/3ずつであり、とくに築後年数20年以上の改
修期マンションは、大規模マンション (50戸以
上)に集中している(注 14)。事例研究の対象と
したS組合、 T組合は、このような改修期大規模
マンションの代表例のひとつであるといえる。
1. 4 事例研究の対象と方法
事例研究では、東京都板橋区所在の分譲集合住
宅団地(以下 iT集合住宅団地Jという。)を構
成する3つの住宅管理組合のうち隣接する 2つの
管理組合、 S組合およびT組合をそれぞれ自立型、
依存型の事例として分析対象に取り上げる(注
12)。
このT集合住宅団地は、 1972年に日本住宅公団
によって開発された都内有数の大規模団地の 1つ
である。所在地である板橋区のマンションストッ
両組合は、居住者向け調査票(以下「調査票」
という。)配布時点の2000年 9月、ヒアリング調
査時点の2001年3月には築28年を経過し、すでに
いくつかの大規模修繕工事を経験し、今後も建替
えというよりも当面は建物を良好に維持する方向
で建物調査の実施や長期修繕計画の検討を控えて
いる段階にあった。また、現住所への永住意思に
表 s組合・ T組合の概要
S車且合 T組合
開発主体 日本住宅公団
分譲時期 昭和 47年(1972)
集ぷ〉、 分譲戸数 770戸 676戸
住 階数 5階建 11階建
宅 アクセス方式 階段型 階段型
の エレベーター なし 32基形
態 駐車場 174台 162台
部屋タイプ 3DK (170戸)， 3LDK(600戸) 3DK(407戸)， 3LDK(269戸)
敷地面積 74，854 ni 30，218 ni 
管理人 組合員から雇用 J Sと契約
事務管理 理事会 理事会
5戸Zζ 清掃 専門業者と契約 J Sと契約
託 給水施設 専門業者と契約 J Sと契約
dコ午ズ
エレベーター なし 専門業者と契約
社と 経常修繕 専門業者と契約 J Sと契約
dコ 大規模修繕、改良 専門業者と契約 専門業者と契約関
係 . S50年度に収納会計を組合の直接管理に変更
分譲時の管理会社
. S55年度に管理人を組合の直接雇用に変更 現在も継続して JSと契約J Sとの関係
. H10年度に清掃、給水施設管理を現行方式に変更
管 議決機関 t，、JZ5ミh 
理 執行機関 理事会 15人 理事会 11人
キ昼 連絡協議機関 階段委員会 階段委員会メ口〉、
手il. 専門委員会 営繕に関する専門部会 なし
織 その他 花壇ボフンァィア、草取りボフンァィア 植栽ボランアイア
財'j'" 管理組合費(戸) 5，000円 8，000円
政! 修繕積立金(戸) 8，000円 10，000円
1関畏タ 駐車場料金(台) 11，000円 20，000円
'S，T両組合の議案書および広報紙をもとに作成した。平成 12年度調査時点のデータである。
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ついては、調査票で得られた回答の範囲において
ではあるが、 S組合75.5%、T組合76.6%であった。
この数字は、旧建設省が行った平成11年度マン
ション総合調査における「現在の永住意志」が
39.0%であることと比較すると、高い値を示して
いるといえる(注15)。
次に両組合の建築形態、受託会社との関係、管
理組合組織、財政運営についての概要は表1に示
すとおりである。まず、 S組合についてその特徴
を簡単に説明する。 S組合は、 5階建ての中層住
宅26棟、 770戸によって構成される団地型管理組
合で、各棟の南側には芝生帯があり、 T組合に比
べると緑地が多くゆったりした造りである。また、
受託会社との関係については、表1に示したよう
に、現在は管理会社との基本業務委託を解約して
おり、管理人は組合員の中からの直接雇用で、各
業務の執行については各専門業者との直接契約と
いう方式を採用している。分譲当時の管理会社と
の契約を段階的に解約してきでおり、徐々に管理
会社から自立してきたことがわかる。管理組合組
織には、議決機関として基本的には年1回行われ
る総会があり、これが最高意思決定機関の役割を
もっ。執行機関は理事会であり、理事会は実質上
の意思決定機関として、当組合での役割は大きい。
連絡協議機関としては、分譲当初から階段委員会
が組織されており、この委員会には、各階段単位
(10戸)の中から 1名の階段委員(半年交代)が
居住者代表として出席するしくみである。また、
専門委員会として、理事会の内部に営繕に関する
専門部会があり、理事長、両副理事長の3役と営
繕担当理事が中心となって活動している。その他
に緑地の管理に関して、居住者のボランティア活
動がある。
次に、 T組合は、 11階建ての高層住宅7棟、 676
戸で構成される団地型管理組合であり、 S組合と
比較すると高層住宅ということもあって、 S組合
の約4割と敷地面積は小さい。受託会社との関係
については、分譲当時の管理会社である日本総合
住生活株式会社(以下 I]S Jという。)と現在も
継続して契約している。この]Sとの継続的な関
係が観察されることがS組合と大きく異なる点
である。また、管理組合組織についても、専門委
員会が組織されていない点でS組合と大きく異
なっている。財政運営については、管理組合費や
修繕積立金、および駐車場料金がS組合より高
く設定されている。
本論文では、先に述べた管理システムの分析枠
組みをもとに、 S組合理事会の管理行動の観察結
果および既往文献からの示唆を受けて仮説的に自
立型と位置づけたS組合を主たる分析対象とし、
その比較対照として、依存型と位置づけたT組
合を取り上げることとする。両組合は、建物形態
などのハード面で異なっているため、これらを考
慮する必要はあるが、同時期に公団によって開
発・分譲されたこと、複数棟で 1つの管理組合
を構成している団地型管理組合であること、アク
セス方式が階段室型であり、分譲当初から階段委
員会が設置されていることなどの共通点も多い。
また、立地が隣接しているため、周辺の環境条件
はほぼ同様であると考えてよい。また、板橋区か
らの財政的支援を両組合ともに受けた実績があり、
その種類や規模は異なるけれども、地元自治体の
マンション支援活動と管理組合の接点を具体的に
取り上げることができる。したがって、管理シス
テムの類型の違いに着目し、そのうえで自立型管
理システムにおける理事会の組織構造特性および
管理行動特性を明らかにすること、管理行動に対
する居住者の満足度および関心度が自立型管理シ
ステムとどのような関係にあるのかを明らかにす
ることという比較の視点から取り上げることにし
た。
実際の調査は次のような方法によって行った。
前述の分析の視点①②③については、既往研究を
踏まえたうえで、各管理組合理事会発行の議案書
および広報紙などの資料の分析と、補完的に管理
組合役員および役員経験者、管理人へのヒアリン
グ調査を行った。これに併せて分析の視点③につ
いては、板橋区(区民文化部住宅課・厚生部障害
福祉課・土木部みどりと公園課みどりの係)への
ヒアリング調査を行った。また、分析の視点③④
に関しては、居住者に配布した調査票を分析した。
なお、配布方法と回収結果については、表2に示
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表2 調査票回収結果
世帯数 (A) 配布世帯数 (B)
S組合 770 697 
T組合 676 625 
合計 1446 1322 
すとおりであり、両組合合計の回収率は44.3%で
あった。また、回答にあたっては、「世帯主また
は配偶者で、管理組合活動に主に参加している
方」を指定した。
2.理事会の組織特性
2. 1 理事会の組織構造
管理組合は、マンションを適正に管理することを
目的とした組織である。したがって管理組合は、
他組織である管理会社や各専門業者などの受託会
社から必要な資源を調達することになる。管理組
合の理事会は、受託会社から調達する資源を選択
し、決定し、執行する機能をもち、その成果とし
て居住者にサービスを提供する。このため、理事
会は、管理組合の運営方針や運営戦略を持つこと
によって、管理組合が管理組合自らに向けて行う
事業範囲や受託会社との関係をコントロールし、
継続的な意思決定行動を展開していると考えるこ
とができる。しかし、従来から指摘されているよ
うに、役員になり手がなく、輪番制によって補充
されていたり、居住者にマンションの維持管理に
関する技術的な専門性が欠けているといった制約
があることも事実である。このために極端な場合
には、理事会は運営方針や運営戦略を事実上もた
ず、開発分譲業者の系列系の分譲当初からの管理
会社に高度に依存している例もみられる(注16)。
そこで本章では、受託会社からの理事会の自立
性および、組合運営の自律性が違えば、理事会の組
織特性としての組織構造や管理行動が異なるとの
仮説のもと、自立型としてS組合、依存型として
T組合を事例にして分析を試みる。理事会の組織
特性のうち、組織構造としては、分業や権限のパ
ターンといった組織成員の活動の枠組みを取り上
げ、併せて担い手としての役員の属性を取り上げ
回収世帯数 (C) 回収率 (C/B)
325 46.6 
260 41. 6 
585 44.3 
る。次に、管理行動としては、組織成員の対人的
な相互作用あるいは活動の側面を取り上げること
によって、両組合の管理行動特性を明らかにした
い。
まず、組織構造特性については、組織構造の①
集権性②公式性③専門性の3つの次元に着目し
分析した(注 17)。この3次元を管理組合の場合
には、理事会役員の活動の枠組みと役員の属性に
ついて、それぞれ次のように概念規定して分析を
進めた。①集権性は、理事会内において意思決定
が行われる組織階層上の位置を指す。理事会は合
議制であるため、内部での最終的な意思決定は理
事会全体で行われるが、ここでは、管理会社など
の受託会社と交渉する場合や大規模修繕の計画を
立てる場合の事前調整のパターンを指している。
理事長、両副理事長の3役中心にリーダーシップ
が執られる場合は集権性が高く、逆に各職務分担
理事単位でリーダーシップが執られる場合は分権
的で集権性は低いと捉える。②公式性は、理事会
内における意思決定が規則、先例などにより硬直
的であるか柔軟性が高いかを指す。ここではとく
に業務分担のしくみに着目し、その構造が1業務
につき 1名担当の専任制の場合が硬直的であり公
式性が高いと捉え、 1業務につき複数名担当で、
かつ、 1人が2つの業務を担当する兼任制の場
合に柔軟性が高く公式化の程度が低いと捉える。
③専門性は、理事会役員の専門職化の程度を指し、
職業的な専門知識と各役員の担当業務との合致度
合い、ならびに理事会活動に長時間従事可能な定
年退職者と専業主婦の比率、および役員経験年数
に着目した。各理事会においてこれらの比率が高
い場合に専門性は高く、比率が低い場合に専門性
は低いと捉える。
表3と表4はそれぞれS組合とT組合の理事会
組織の内部構成を示したものであり、これをもと
に両組合を比較するかたちで上記の各次元につい
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が3役主導で行われている。て考察する。
①集権性
S組合では、各業務の担当はチーム制であり、理
事会に提案する前段階での調整は各チームによっ
て行われる。また、工事の計画など負担の大きい
営繕チームについては、理事長、両副理事長を加
えて専門部会が組織されている。他方、 T組合で
は、管理会社との交渉をはじめ主要な意思決定
したがって、 S組合ではいわゆるプロジェク
ト・チームが構想を策定しており、分権的で集権
性は低いが、これに比べてT組合では集権性は高
いと考えられる。
②公式性
S組合では、上述したようにプロジェクト・
チーム制がとられ、役員は複数の業務を兼任して
表3 S組合理事会組織
役職 業務分担 担当者 年代・性別 職業
理事長 全般 A* 70代・男
副理事長 総務・植栽 B* 60代・男
" 経理・防犯防災 c* 60代・男
理事 営繕・駐車場 Dキ 50代・男
" 集会所・植栽 E 60代・女
" 記録・営繕 F 40代・女
" 防犯防災・植栽 G 50代・女
" 集会所・広報 H 80代・女
" 営繕・広報 1 * 60代・男
" 営繕 J * 50代・女
" 植栽 K* 50代・女
" 駐車場・防犯防災 L 60代・女
" 経理・記録 Mネ 50代・男
監事 監査 N 50代・女
H 監査 。 70代・男
-役員の任期は l年、再任は妨げない
の理事は、平成 12年度も 11年度に引き続き再任
.理事経験者は監事の経験年数を含む
・実質上、理事長は広報も担当している
フE会社員(印刷)
冗会社員
会社員(特許関係)
会社員(技術系)
自営業(教師)
会社員
会社員
冗国家公務員
7G団体職員
地方公務員
両校教員
苅会社員
7G会社員(経理)
専業主婦
克会社員
・本資料は平成 12年度議案書と組合役員へのヒアリングに基づき作成した
表4 T組合理事会組織
役職 業務分担 担当者 年代・性別
理事長 統轄・紡災 a* 60代・男
昌IJ理事長 一般会計 b* 50代・女
" 広報 C 50代・男
理事 営繕 d* 50代・男
" 駐車場 e 50代・女
" 修縫積立金会計 f* 50代・女
" 集会所 g 50代・女
" 植栽 h* 60代・男
" 環境 1* 60代・女
監事 監査・選挙管理 J 60代・男
" 監査・選挙管理 k 60代・女
-役員の任期は2年、半数改選制、再任は妨げない
の理事は、平成 12年度は非改選
・理事経験年数に監事の経験年数を含む
職業
会社経営者(印刷業)
地方公務員(事務職)
自営業(社会保険労務士)
会社員(技術系)
専業主婦
銀行員(非常勤)
会社員
7G特殊法人職員
専業主婦
7G会社員
専業主婦
選出方法 理事経験年数
立候補 5年
" 3年
" 1年
" 3年
推薦 l年
" l年
" l年
" I年
立候補 5年
" 3年
" 6年
" 1年
" 3年
推薦 1年
立候補 1年
選出方法 理事経験年数
立候補 4年
" 8年(連続しては6年)
" 3年
" 4年
立候補 6年
推薦 4年
立候補 3年
推薦 2年
" 2年
" l年
刀 1年
・本資料は平成 12年度議案書と組合管理人及び組合役員へのヒアリングに基づいて作成した
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おり、互いに連携をとりながら組織運営がなされ
ている。他方、 T組合では職務専任制がとられ、
S組合に比べて硬直的な運営が行われている。
したがって、 S組合では柔軟な運営が行われて
いるため公式性が低く、これに比べてT組合で
は公式性は高いと考えられる。
③専門性
S組合では、職業的専門知識と各担当業務が合
致している人はA、D、K、M の 4名で、かつ役
員のうち定年退職者7名、専業主婦1名である。
また、役員経験年数は、 3年以上が 8名である
(注 18)。他方、 T組合は、職業的専門知識と各
担当業務が合致している人はa、b、d、fの 4名
で、かつ役員のうち定年退職者2名、専業主婦3
名である。また、役員経験年数は3年以上が7名
である。
そこで両組合を比較すると、各比率について大
きな相違はみとめられない。しかし、 S組合の役
員は職務の兼任制をとり、プロジェクト・チーム
方式をとることによって組合運営に必要な専門性
を高める工夫がなされている点を考慮すれば、 S
組合理事会全体としての専門能力の程度は高いと
みることができる。他方、 T組合は専門性を概し
て管理会社派遣の管理人と管理会社に大きく依存
していると考えられる。
2. 2 理事会の管理行動の比較
次に、管理行動を分析する側面として、関連文
献からの示唆をもとに事例対象組合を観察した結
果を検討して、仮説的に経済性、透明性、参加度、
指導性、有効性の5つの次元を設定し、表5のと
おりそれぞれ操作的に指標を選択した。これらの
次元および指標の妥当性については今後の研究の
なかでさらに検討していく必要があるが、ここで
表5 理事会の管理行動比較
概念 指標 S組合 T組合
清掃業務・給水施設管理業務・ 経常修繕業務以外の修繕工見積もり入札制の運用範囲 緑地管理業務・経常修繕工事・ 事・改良工事大規模修繕工事・改良工事
①経済性 板橋区保存樹木管理助成要 板橋区保存樹木管理助成要
区の財政的支援制度への取り組み 綱・生垣緑化助成・民間施設緑 綱・福祉のまちづくり施設整化の協定に関する要綱・福祉の 備助成まちづくり施設整備助成
広報紙の発行回数(年) 12回 4回
②透明性 広報紙の平均ページ数(1回) 10ページ 4ページ
記事の詳細性 高い 低い
理事会の開催回数(年) 16回 12回
理事会の居住者への公開 公開 非公開
③参加度 階段委員会の開催回数(年) 7回 2回
居住者ボランティア組織の運用
花壇ボフンァィア
植栽ボランティア
草取りボランティア
④指導性
専門委員会の設置 営繕に関する専門部会 なし
大規模修繕工事施工方法 責任施工方式 施工監理方式
役員の立候補者比率
11/15 (67%) 6/11 (55%) 
(立候補者数/役員定数)
役員経験年数比
8:7:0 4:5:2 
⑤有効性 (l ~2 年: 3~5 年: 5年以上)
事実上の赤字
財政収支(修繕積立金会計) 黒字 エレベータ改修による延べ払
い計画がある。
(3ヶ年で250，000，000円)
. S， T両組合の議案書および広報紙に基ついて作成した。ただし指標のうち、 l玄の財政的支援制度への取り組みについては、
平成 9年度~平成 11年度実績を使用した。大規模修繕工事施工方式は調査時点、において両組合の直近の工事を対象とした。
S組合は、平成 10年度の屋外給水管および室内雑排水管工事、 T組合は、平成 10年度および平成 11年度の外壁補修および
広場補修工事を対象にした。また、役員の立候補者比率、役員経験年数比については、平成 12年度理事会役員を対象にし
た。その他の指標については、すべて平成 11年度を対象にした。
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はこの各次元に沿って、 S組合とT組合を比較し、
両組合の管理行動を明らかにしたい。
①経済性
経済性については、理事会の管理行動が経済合
理性をどのくらい意識したものであるかに着目し
て、見積もり入札制の運用と板橋区の財政的支援
制度への取り組みについて取り上げた。
まず、見積もり入札制の運用について述べる。
S組合は、日常的な保守管理業務の執行に伴う
業者の決定に関しては、 1年毎に運用し、経常修
繕や大規模修繕工事などについては、多額の費用
を要する場合には事業毎に原則として3社の見積
もり入札制を運用している。このような業者決定
の際の手続きは、管理組合運営細則に明記されて
いる。他方、 T組合は、先述のように分譲時の管
理会社と継続的な契約関係にあり、いわゆる基本
業務委託にかかる業務と経常修繕業務は管理会社
を通して行われ、見積もり入札制の運用範囲はS
組合に比べて限られている。また、この入札には
この管理会社が参加することが多く、直近の大規
模修繕工事であった屋上防水、外壁補修および広
場などの舗装のセット工事も管理会社が受注して
いる。
次に、板橋区の財政的支援制度への取り組みに
ついては、 S組合では、緑地管理事業に「板橋区
保存樹木管理要綱」、「生垣緑化助成j、「民間施設
緑化の協定に関する要綱」の3つの制度に基づく
助成を活用している(注19)。とくに生垣緑化と
民間緑化による助成を受ける際には、植栽計画づ
くりや行政担当者との打ち合わせが必要であり、
植栽担当理事が果たした役割が大きい。さらに、平
成9年度から始められた階段手すり設置について
は、「福祉のまちづくり施設整備助成」による 150
万円(合算)の助成を区から受けている(注20)。
S組合にはエレベーターがなく、居住者の高齢
化も進行しているために、階段手すりの設置は理
事会にとって 10年来の懸案事項であったが、こ
の制度が設置を後押しする形で徐々に居住者に受
け入れられ、改良工事を実現させている。他方、
T組合では、緑地管理に関しては保存樹木につい
てのみ助成を受けるにとどまっており、階段手す
り設置工事および、通路のバリアフリー化について
は150万円(合算)の助成を受けている。
以上の例より、 S組合はT組合に比べて見積も
り入札制が広く運用され、かつ、区の財政的支援
制度への取り組みが積極的である。他方、 T組合
は見積もり入札制の運用の範囲が狭く、区の財政
的支援制度への取り組みはやや消極的である。し
たがって、経済性はS組合がT組合よりも高い
と考えられる。
②透明性
透明性については、理事会の管理行動が組合運
営の情報をどのくらい居住者に公開しているかと
いう情報公開の観点から、理事会の広報活動につ
いて、広報紙の発行回数、平均ページ数、記事の
詳細性について取り上げた。
S組合では、発行回数、平均ページ数がともに、
T組合よりも多く、詳細性も高い。 S組合の掲載
記事は、理事会の議事報告、階段委員会議事報告、
各工事等の業者の見積もり額、緑地管理に関する
植物の記事等が、詳細かつ明確に書かれており、
居住者が組合運営の内容を詳細に知ることが可能
な紙面構成がなされている。また、 S組合の広報
紙は、原則として 2ヶ月に 1回、定期的に聞か
れる階段委員会前に配布され、階段委員がこれを
読んでから委員会に参加するという仕組みが採ら
れている。
以上の例より、 S組合はT組合に比べて情報公
開の程度が高い。したがって、 S組合は聞かれた
運営が行われており、閉じられた運営のT組合
よりも透明性が高いと考えられる。
③参加度
参加度については、理事会の管理行動に、役員
自身も含めた居住者の参加のチャネルがどの程度
多く用意されているかに着目して、理事会の開催
回数、理事会の居住者への公開、階段委員会の運
用、居住者ボランティア組織の運用について取り
上げた。
S組合は、理事会の開催回数、階段委員会の
運用ともに、 T組合より多く、また、理事会は居
住者に公開されている。緑地管理に関しては、両
組合ともに居住者ボランティアを募っているが、
察管理システムの分析枠組みに照らせば、 S組合
は自立型、 T組合は依存型である。したがって、
以上の組織特性としての組織構造、管理行動の分
析から、まず、自立型組合には次のような特性が
ある可能性を提示できる。
・理事会の組織構造は、分権的で柔軟性が高く、
理事会全体としての専門能力が高い。
・理事会の管理行動は、経済性・透明性・参加
度・指導性・有効性が各々高く、理事会役員お
よび居住者に開かれた運営が行われている。
他方、依存型組合の特性としては次のような可能
性が提示できる。
-理事会の組織構造は、集権的で公式性は高く、
専門性は低い。
・理事会の管理行動は、経済性・透明性・参加
度・指導性・有効性が各々低く、理事会役員お
よび居住者に閉じられた運営が行われている。
以上の分析から、自立型、依存型それぞれの管
理システムのもとでの管理行動特性について表6
のように仮説を設定した。
次に、このような理事会の管理行動特性の仮説
をもとに、管理組合の居住者側では理事会の管理
行動についてどのような受け止め方をしているの
かを明らかにしよう。
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表6
経済性
透明性
参加度
指導性
有効性
S組合の方がT組合よりも活動が活発である。
以上の例より、 S組合は、 T組合に比べて参加
のチャネルが多く、したがって、参加度が高いと
考えられる。
④指導性
指導性については、理事会がマンションの維持
管理に対する専門能力をどの程度もっているかに
着目して、専門委員会の設置、大規模修繕工事施
工方法を取り上げた。
まず、専門委員会については、 S組合は、修繕
工事や改良工事など営繕部門への対応のために、
技術的な専門知識をもった職業的専門家である営
繕担当理事が中心となり、理事経験の長い営繕担
当理事や理事長、および、両副理事長を含めた理事
数名によって、専門部会を構成している。他方、
T組合では専門委員会はとくに札織されていない。
次に、大規模修繕工事施工方法については、 S
組合は責任施工方式、 T組合は施工監理方式を採
用している。
以上の例より、 S組合は、 T組合に比べて専門
能力は高く、したがって、指導性は高いと考えら
れる。
⑤有効性
理事会の管理行動の有効性については、役員の
管理組合は対する貢献意欲に着目して、役員の立
候補者比率と役員経験年数を取り上げた。また、
組合運営のトータルな指標として、組合財政の状
態に着目して、修繕積立金会計を取り上げた。
まず、役員の立候補者比率については、 S組合
がT組合よりも若干高く、役員経験年数につい
ては両組合に大きな差はみられない。さらに、財
政収支(修繕積立金会計)については、平成11
年度決算時点においてS組合は黒字であるが、 T
組合は、エレベーター改修費2億 5千万円の延
払い計画があるために、名目収支はともかく実質
収支においては赤字である。
以上の例より、 S組合は、 T組合に比べて役員
の貢献意欲が若干高く、財政状態の健全性は高い
といえる。したがって、有効性はS組合がT組合
よりも高いと考えられる。
36 
分析の方法
本章では、管理システムの分析枠組みに基づい
3. 
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て、前章で提示した理事会の管理行動特性の仮説
を居住者意識から検証するために、居住者向け調
査票で得られた回答をもとに分析を試みる。自立
型管理システムが管理行動に対する居住者の満足
度および関心度とどのような関係にあるのか、依
存型管理システムとの比較を通して明らかにする
ことを目的とする(注21)。
そこでまず、管理行動に対する居住者の満足度
および関心度に影響を及ぼすと考えられる変数群
を次のように設定した。集団水準としては管理組
合のタイプを表す管理システム要因とし、その他
の個人的水準としては、性別・年齢などの生活規
定要因、居住年数・居住形態などの居住関連要因、
管理組合役員経験などの参加行動関連要因とし、
全部で4変数群である。各変数とその操作的定
義については、表 7に挙げたとおりである。こ
れらの各変数を独立変数とし、満足度および、関心
度を表す項目を従属変数として、両変数の関連性
を検討したうえで主として有意な関連のある項目
を取り上げて分析する。なお、独立変数について
は、多重共線性を避けるため、変数聞の相関係数
を確認した結果、もっとも強いもので .582(年
齢と届住年数)であったため、取り上げたすべて
の項目を採用することにした。
次に、満足度および関心度を表す項目として、
調査票より16項目を設定した。調査票の質問項目
は表 8のとおりである。なお、「管理費とサービ
スJI修繕費とサービス」については、調査票の
関連する 2つの項目に対する回答を組み合わせ、
それぞれ 1項目とした。また実際に配布した調
査票では、満足度や関心度をたずねた項目は評定
尺度や名義尺度において値の小さいものが肯定
的・積極的回答を示すことにしていたが、分析の
際には得点として扱うための便宜上、値の大きい
ものが肯定的・積極的回答を表すように値の変更
を行った。調査票を作る際には、居住者が実状に
表7 独立変数とその操作的定義
管理シス -管理組合のタイプ 自立型(S組合)、依存型(T組合)テム要因
-性別 男、女
-年齢 20歳以上 50歳未満、 50歳以上60歳未満、 60歳以上 70歳未満、 70歳以上
-学歴 中学校(旧制高等小学校含む)、高等学校(旧制中学校含む)、短期大学(高等専門学校含む)、大学(1日制高校・新制大学院含む)
生
活
-就業状態 自営業(家族従業員、自由業含む)、正社員(経営者含む)、パートタイマー
規定 (派遣含む)、無職(定年退職含む)
要 上級ホワイトカラー(専門・管理)、ホワイトカラー(事務・営業)、ブルー
因 -職業階層 カラー(サービス・技能・労務)、その他(保安・農林漁業・その他)
-世帯類型 単身、夫婦のみ、夫婦(片親)と未婚の子供、その他
-世帯年収 400万円未満、 400万円以上 600万円未満、 600万円以上 800万円未満、
800万円以上 1000万円未満、 1000万円以上 1200万円未満、 1200万円以上
-居住年数 5年未満、 5年以上 15年未満、 15年以上 25年未満、 25年以上28年
居 -居住形態 持ち家、借家(社宅・その他含む)
住
-前住地の住居形態 持ち家(分譲マンション含む)、民間賃貸、公共賃貸(寮・その他)関
連 0人、 1人以上 5人未満、 5人以上 10人未満、 10人以上 15人未満、 15人要 -団地内友人数
因 以上
-部屋タイプ 3DK、3LDK
参
力日 -管理組合役員経験 なし、あり1l' 
動
連関
-自治会役員経験 なし、あり要
因
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表8 従属変数として使用する項目
1管理費とサービス.管理組合費について
1.今のままでよい 2値上げすべき 3値下げすべき
維持管理サービスについて
1.今のままでよい 2もっと充実させたほうがよい 3.もっと減らしたほうがよい
2.修繕費とサービス.修繕積立金について
1今のままでよい 2値上げすべき 3.値下げすべき
修繕サービスについて
1.今のままでよい 2もっと充実させたほうがよい 3.もっと減らしたほうがよい
3.緑化支援.団地の緑化に対して、板橋区から財政的支援を受けていることについてどのくらい満足されていますか。
1.大いに不満 2.やや不満 3どちらともいえない 4.やや満足 5大いに満足
4 手すり支援 手すりの取り付け工事に対して板橋区から助成金を受けていることについてどのくらい満足されていますか。
1大いに不満 2.やや不満 3.どちらともいえない 4やや満足 5.大いに満足
5.業者選定方法 平成 10年度の雑排水管取替え工事について、業者選定のしかた (S組合)、平成 11年度の『広場および道路舗
装』工事について、業者選定のしかた (T組合)
1.大いに不満 2.やや不満 3どちらともいえない 4.やや満足 5大いに満足
6 業者の対応。上記の工事の業者の業務遂行と苦情処理について
1.大いに不満 2.やや不満 3.どちらともいえない 4やや満足 5大いに満足
7.広報紙の内容・広報紙の内容についてはどのくらい満足されていますか。
1大いに不満 2やや不満 3と、ちらともいえない 4.やや満足 5.大いに満足
8 防災.団地の防災対策
1.大いに不満 2.やや不満 3どちらともいえない 4.やや満足 5大いに満足
9 防犯.住棟の防犯対策
1.大いに不満 2やや不満 3.どちらともいえない 4.やや満足 5.大いに満足
10近隣関係.隣り近所とのつきあい
1.大いに不満 2.やや不満 3.どちらともいえない 4.やや満足 5大いに満足
11手すり使用感 階段の手すりを使ってみて、どのくらい満足されていますか。
I大いに不満 2やや不満 3どちらともいえない 4.やや満足 5.大いに満足
12緑化 団地内の緑化と緑量についてどのくらい満足されていますか。
1大いに不満 2やや不満 3どちらともいえない 4やや満足 5.大いに満足
13緑化支援認知 団地内の緑化対策として、板橋区から財政的支援(緑化協定、生垣助成など)を受けていることをご存知ですか。
1.知らない 2知っている
14手すり支援認知 階段の手すり取り付け工事には、板橋区の「福祉のまちづくり施設整備助成j制度による助成金が活用されてい
ますが、あなたはこのことをご存知ですか。
1知らない 2知っている
15.総会参加 今年度の管理組合総会には参加されましたか。
1参加せず、委任状も提出しなかった 2.参加しなかったが、委任状を提出した 3参加した
16.広報読量:広報紙はどの程度お読みになりますか。
1.読んだことがない 2.ほとんど読まない 3ときどき読む 4 よく読む
-質問事項の 1と 2については「今のままでよしリと「今のままでよし、」の組み合わせを「満足傾向」とし、その他の組み合わせを
「不満傾向Jとして、それぞれ 1項目とした。
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基づいてできるだけ適切に回答できるように、直
近に行われた代表的な大規模修繕工事をとりあげ
るなどいくつかの工夫をしたが、これらの項目の
指標としての妥当性については分析の過程で検討
したい。
3. 2 満足度および関心度に関する仮説設定
S組合と T組合の両組合を比較するかたちで
各項目ごとにクロス表を作成すると、表9に示す
とおり、 16項目のうち12項目について5%水準で
有意差が検出された。
この表をもとに暫定的に全般的な傾向をみると、
S組合のほうがT組合よりも概して満足傾向が高
くみとめられ、かつ、管理行動の内容の認知につ
いてたずねた項目でも S組合の認知傾向が高い
ことが確認できる。しかし、「総会への参加Jに
関しては、両組合ともに出席者は少ないが、 T組
合がS組合のそれをわず、かに上回っている。「防
災J["防犯J["近隣関係J["広報読量」については、
組合の違いによる有意差は検出されていない。
ところで以上からもわかるように、これらの項
目への回答は、自立型、依存型のタイプの違いに
応じて一律に同じような傾向を示しているわけで
はない。つまり、一口に満足度、関心度といって
も、そこにはいくつかの異なる次元が存在してい
ると考えられる。そこで、理事会の管理行動特性
の仮説のうち、居住者が理事会の管理行動を評価
する指標として、管理行動満足度については12
項目を仮説的に 3つの側面から編成した。すな
わち、組合運営の経済合理的、効率的経営に対す
る居住者の評価としては「経済性J、運営プロセ
スの可視性・透明性に対する居住者の評価として
は「透明性」、行動成果の有効性に対する居住者
の評価としての居住環境の「快適性」の3側面を
設定した。次に、管理行動に対する居住者の意識
と参加行動としての管理行動関心度は管理行動特
性の仮説の参加度に対応させて、そのまま 1グ
ループとし、それぞれの項目聞の相関係数を確か
めることにした。以上をまとめたものが表10で
ある。各グループの項目聞には関連の強いものが
みられるため、これらの変数を要約し、分析の視
点を絞るために主成分分析を行うことにした。こ
の分析にあたり、回転法はパリマックス回転を用
い、行列には相関行列を用いた。この結果は表
11""'表14に示すとおりである。なお、固有値が l
以上の成分を求め、因子負荷量が0.2以下のもの
は表には載せていない。
「経済性満足度」仮説については、表11のとお
り、「管理費とサービスJ["修繕費とサー ビス」に
ついて負荷の大きい成分と「緑化支援J["手すり
支援」について負荷の大きい成分の2つに結果が
分かれた。このため、前者は恒常的な経費そのも
のに対する満足度であると解釈し、「経費満足
度」とした。後者は板橋区からの植栽サービスの
提供と手すりに対する財政的支援についての満足
度をたずねたものであったので、経費の節約とい
うよりむしろ成果物としての物的対象が評価され
たものと捉え、「対成果満足度」とした。次に、
「透明性満足度」仮説については、分析の結果、
表12のとおり仮説が支持されたと認められたの
で、情報公聞といった運営の透明性に対する成分
であると解釈し、そのまま「透明性満足度」とし
た。「快適性満足度」仮説については、表13のと
おり、「防災J["防犯J["近隣関係」に負荷が大き
い成分と、「手すり使用感J["緑量j に負荷の大き
い成分の2つに分析結果が分かれたため、前者を
耐震・防火への取り組みや防犯カメラの設置への
評価、近所づきあいによる安心感を含めた「安全
性満足度j と解釈した。後者については、改良工
事によって新しく設置された階段手すりの使い心
地と植栽管理による緑化事業によって維持されて
いる緑の状態についてたずねたものであるので、
「住環境満足度」とすることにした。
最後に、「管理行動関心度」仮説については、
表14のとおり、「緑化支援認知J["手すり支援認
知j について負荷の大きい成分と「総会参加」
「広報読量」について負荷の大きい成分の2つに
分析結果が分かれた。このため、管理行動に対し
て板橋区による財政的支援を受けていることへの
意識にかかわる前者については「管理行動認知
度」とし、後者については、居住者の管理行動に
対する参加行動をあらわすものであるため「管理
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表9 管理組合タイプと満足度および関心度のクロス表
管理費とサービス (pく01V=. 175) 
不満足傾向 満足傾向
5組合(320) 79(24.7) 241 (75. 3) 
T組合(248) 102(41. 1) 146 (58.9) 
合計(568) 181 (31. 1) 387(68. 1) 
-修繕費とサ ピス (p<.01 Vこ 133)
不満足傾向 満足傾向
s組合(316) 72(22.8) 244 (77.2) 
T組合(241) 84(34.9) 157(65.1) 
合計(557) 156(28.0) 401 (72. 0) 
-緑化支援 (p<.01 V=. 17:3) 
大いに不満 やや不満 どちらともいえない やや満足 大いに満足
5組合(315) 5 (1. 6) 21 (6.7) 115 (36.5) 136(43.2) 38(12.1) 
T組合(234) 6(2.6) 17(7.3) 120(51. 3) 77 (32.9) 14(6.0) 
合計(549) 11 (2. 0) 38(6.9) 42.8(235) 213 (38.8) 52(9.5) 
-階段手すり支援 (p<.01 V=.217) 
大いに不満 やや不満 どちらともいえない やや満足 大いに満足
5組合(317) 2(0.6) 4(1.3) 63(19.9) 147 (46.4) 101 (31. 9) 
T組合(232) 2(0.9) 7(3.0) 88 (37.9) 82(35.3) 53 (22.8) 
合計(549) 4(0.7) 11 (2. 0) 151 (27. 5) 229 (41. 7) 154(28.1) 
-大規模修繕工事業者選定方法 (pく01V=.305) 
大いに不満 やや不満 どちらともいえない やや満足 大いに満足
S組合(318) 5(1. 6) 20(6.3) 132(41. 5) 125 (39.3) 36(11. 3) 
T組合(248) 16(6.5) 35(14.1) 138 (55.6) 53(21. 4) 6(2.4) 
合計 (566) 21(3.7) 55(9.7) 270 (47.7) 178(31. 4) 42(7.4) 
-大規模修繕工事業者の対応 (p(.01 V=.292) 
大いに不満 やや不満 どちらともいえない やや満足 大いに満足
5組合(317) 11 (3. 5) 27(8.5) 144 (45.4) 113 (35.6) 22(6.9) 
T組合(247) 22(8.9) 39(15.8) 143 (57. 9) 41 (16. 6) 2(0.8) 
合計(564) 33(5.9) 66(11. 7) 2日7(50.9) 154 (27.3) 24(4.3) 
-広報紙の内容 (p<.01 V=.284) 
大いに不満 やや不満 どちら!-もし、えなし、 やや満足 大いに満足
5組合(322) 6(1. 9) 26(8.1) lω(33.9) 149(46.3) 32(9.9) 
u且合(250) 4(1.6) 52 (20.8) 102(40.8) 88 (35.2) 4(1.6) 
合計 10(1. 7) 78 (13. 6) 211 (36. 9) 237(41. 1) 36(6.3) 
-防災 (n. s.) 
大いに不満 やや不満 どちらともいえない やや満足 大いに満足
5組合(321) 5(1.6) 20(6.2) 174(54.2) 111(34.6) 11 (3. 4) 
T組合(247) 6(2.4) 24(9.7) 131 (53.0) 82 (33.2) 4(1.6) 
合計(568) 11 (1. 9) 44(7.7) 305 (53.7) 193 (34. 0) 15(2.6) 
-防犯 (n. s.) 
大いに不満 やや不満 どちらともいえない やや満足 大いに満足
S車坦合(323) 7(2.2) 40(12.4) 187(57.9) 81 (25.1) 8(2.5) 
T組合(247) 7(2.8) 49(19.8) 124 (50.2) 64(25.9) 3(1. 2) 
合計(570) 14(2.5) 89(15.6) 54.6(311) 145 (25.4) 11 (1. 9) 
-近隣関係 (n. s.) 
大いに不満 やや不満 どちらEもいえない やや満足 大いに満足
S組合(322) 5(1. 6) 17(5.3) 107 (33. 2) 163 (50. 6) 30(9.3) 
T組合(248) 5(2.0) 15(6.0) 98 (39.5) 104(41. 9) 26(10.5) 
合計(570) 10(1. 8) 32(5.6) 205(36.0) 267 (46.8) 56(9.8) 
-階段手すりの使用感 (p<.01 V=.248) 
大いに不満 やや不満 どちらともいえない やや満足 大いに満足
5組合(317) 3(0.9) 1 (0. 3) 61 (19. 2) 106(33.4) 146(46.1) 
T組合 (237) 4(1.7) 10(4.2) 79 (33.3) 92 (38.8) 52(21. 9) 
合計(568) 7(1. 3) 11 (2. 0) 140 (25.3) 198 (35.7) 198(35.7) 
緑化 (pく01V=.179) 
大いに不満 やや不満 どちらともいえない やや満足 大いに満足
5組合(324) 3(0 9) 13(4.0) 23(7.1) 163 (50.3) 122 (37.7) 
T組合(248) 5(2.0) 23(9.3) 24(9.7) 138 (55.6) 58 (23.4) 
合計(572) 8(1. 4) 36(6.3) 47(8.2) 301 (52. 6) 180(31. 5) 
-緑化支援認知 (pく01V=.370) 
知らない 知っている
5車丑合(324) 84(25.9) 240(74.1) 
T組合(247) 155 (62.8) 92 (37.2) 
合計(571) 239 (41. 9) 332 (58. 1) 
-手すり支援認知 (p(.01 V=.498) 
知らない 知っている
5組合(323) 82 (25.4) 241 (74.1) 
T組合(246) 186(75.6) 60 (24.4) 
合計(569) 268 (47. 1) 301 (52.9) 
-広報読量 (n. s.) 
読んだことがない ほとんど読まない ときどき読む ょく読む
5車丑合(323) 1 (0. 3) 4(1. 2) 66 (20.4) 252 (78. 0) 
T組合(251) 2(0.8) 4(1. 6) 51 (20. 3) 194(77. 3) 
合計(574) 3(0.5) 8(1. 4) 117(20.4) 446 (77.7) 
-総会暴力日 (pく05V=.114) 
委任状提出なし 委任状提出あり 参加した
5車直合(324) 16(4.9) 258 (79.6) 50(15.4) 
T組合(249) 3(1. 2) 197(79. J) 49 (19.7) 
合計(573) 19 (3.3) 455(79.4) 99(17.3) 
• S . T両組合および合計欄の( )内の数字は世帯数を表わし、それ以外の欄の数字は世帯数を、( )内の数字は%をそれぞれ表わす。
表 10 従属変数として使用する項目の相関係数
1 2 3 4 5 6 7 B 9 10 11 12 13 14 15 
1緑化支援 549 526 535 527 534 533 540 547 548 548 524 549 541 541 549 
2手すり支援 417** 549 536 527 538 536 542 538 539 538 538 540 543 542 539 
3管理費とサーピス 189** 150** 568 557 560 558 566 553 555 555 540 557 564 567 556 
4修繕費とサービス 151本* 。127** .594** 557 550 549 556 543 545 544 529 546 554 556 545 
透 5業者選択方法 215** 245** 267** .213キ* 566 561 565 552 554 553 541 555 563 565 554 
明
性
6業者の対応 219** 294** 272** 。254** . 729** 564 563 550 552 551 538 553 562 563 552 満
足
7広報内容度 251** 272** .277** .194** .437** 404** 572 558 560 559 544 561 568 571 560 
8防災 259** 161** 189** 。179** 255** 255** 293** 568 567 567 542 568 558 559 567 
伏 9防犯 町255ネ* 。172** .180** 144** 234*キ 296** 。234** 。654キ* 570 568 543 570 560 561 569 適
性 10近隣関係 .186** . 130** .084** .047 168半端 188*キ .245キ* 。316** 302** 570 543 570 560 561 569 満
足
11手すり使用感 .248*キ .471** 161** .132** .328キ* 317** .319** 。197** .200*キ .125** 554 545 546 547 544 度
12.緑化 437** .276** .211** .123*キ .266** .271** .267*本 .242** .215** .177** .295** 572 562 563 571 
管 13総会参加 。ー 026 022 。001 。027 .018 000 008 057 000 ー133** .043 。002 573 570 561 
理
行 14広報読量 083 118キ* 。060 .073 .100* .056 192** 142** 094* .146** .135** .154** .190** 574 562 
動
関 15緑化支援認知 216** 169** . 134** 023 .178** .195** 170** 131** 083* .069 .128** 168** .076 230** 571 
'L' 
度 16.手すり支援認知 125*ネ .223** .176** 126** .218** .174** 203** 120** 094本 086* .221** 164** .081 189** 500** 
. "トリックスの左下方は相関係数で、林 pく。 01 * pく 05の水準で有意であったものを示した0
.マトリックスの右上方の数字は母数を表わす。
?????
??
???????
?
??
?
?
?
?????
.ι 
ト・a
42 総合都市研究第78号 2002
表 1 r経済性J仮説についての主成分分析結果
項目 l経費満足度 2.対成果満足度
管理費とサービス .881 
修繕費とサービス .892 
緑化支援 .834 
手すり支援 .847 
固有値 1. 588 1. 432 
累積説明率 39.710 75.512 
表 12 r透明性」仮説についての主成分分析結果
項 目 l透明性満足度
業者選定方法 .891 
業者の対応
広報内容
固有値
累積説明率
.881 
699 
2.059 
68.638 
表 13 r快適性」仮説についての主成分分析結果
項 目 l安全性満足度 2.住環境満足度
防災 .853 
防犯 .850 
近隣関係 624 
手すり使用感
緑化
固有値
累積説明率
1. 872 
37.442 
.824 
.770 
1. 321 
63.859 
表 14 r管理行動関心度j仮説についての主成
分分析結果
項目 1.管理行動認知度
緑化支援認知 .846 
手すり支援認知 .842 
総会参加
広報読量 .338 
固有値 1. 546 
累積説明率 38.649 
行動参加度」とした。
2.管理行動
参加度
.877 
.621 
1. 169 
67.884 
以上の主成分分析によって変数を要約すること
ができたので、求めた7成分、すなわち、経費満
足度、対成果満足度、透明性満足度、安全性満足
度、住環境満足度、管理行動認知度および、管理行
動参加度の主成分得点を満足度および関心度を表
す従属変数として使用することにした。以上の操
作によって分析の視点が絞り込まれたので、次に
満足度および、関心度を規定する要因を検討してい
く。
3. 3 回答者の特徴
満足度および関心度の分析をはじめる前に、独
立変数として使用する項目を用いて調査票の回答
者の特徴を S組合と T組合を比較するかたちで
明らかにしておきたい。詳細は表15のとおりで
あるが、特徴的な点を指摘すれば、以下のとおり
である。
両組合で違いがみられた項目は「前住地の住居
形態」と「部屋タイプ」の2項目であった。「前
住地の住居形態」については両組合ともに公共賃
貸住宅からの移住者がかなり多いが、 S組合がT
組合よりも若干その割合が高くなっている。「部
屋タイプ」については、 3DK，3LDKの2タイプ
があるが、 S組合では大きいタイプの3LDK居住
者がT組合よりも多い。この違いは、分譲時に
おいてそもそも住宅型の構成が、 S組合では3
DK約20%、3LDK約80%であったのに対して、
T組合では3DK約60%、3LDK約40%であった
という違いを反映したものと推測される。
次に、両組合に共通してみられる特徴としては、
両組合の回答者の半数以上が60歳を超えており、
ともに居住者の高齢化が進行していること、現役
および経験者を含めてホワイトカラ一層が約
90%を占めていること、および所有者本人が居
住している世帯が90%を超えていることが挙げ
られる。なお、「管理組合役員経験」については、
調査時点から 3年以内の経験に限定して回答を求
めたため、「あり」の回答者数が実際の経験者よ
りもかなり少なくなっている。また、「自治会役
員経験」の項目でいう自治会については、当該管
理組合を含むT公団住宅団地およびその周辺の地
域にわたって、管理組合とは別組織として構成さ
れていることを指摘しておかなければならない。
もっとも、各管理組合に対応して自治会支部がそ
れぞれ置かれているが、自治会は管理組合とは別
個の独立組織であり、支部単位でのそれぞれの管
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表15 回答者の特徴
5組合 T組合 合計
性別 男 140 (44.6) 101 (43.3) 241 (44. 1) 
女 174 (55.4) 132 (56.7) 306 (55.9) 
χ2 =. 773 V=.012 
年齢 20~49 歳 54(17.1) 34 (14.7) 88 (16. 1) 
50~59 歳 83 (26.3) 66 (28.4) 149 (27.2) 
60~69 歳 106 (33.7) 96 (41. 4) 202 (36.9) 
70歳以上 72 (22.9) 36 (15. 5) 108 (19.7) 
χ2 =. 088 V=.109 
学歴 中学校 14 ( 4.5) 10 ( 4.3) 24 ( 4.4) 
高等学校 107 (34.1) 94 (40.7) 201 (36.9) 
短期大学 68 (21. 7) 51 (22.1) 119 (21. 8) 
大学 125 (39.8) 76 (32.9) 201 (36.9) 
χ'=.345 V二 078
就業状況 自営業 18 ( 5.8) 21 ( 9.3) 39 ( 7.3) 
正社員 84 (27.0) 51 (22.6) 135 (25. 1) 
ノfー トタイマー 46 (14.8) 33 (14.6) 79 (14.7) 
無職 163 (52.4) 121 (53.5) 284 (52.9) 
χ'=.351 V二 078
職業階層 上級ホワイトカフー 126 (60.6) 86 (54. 1) 212 (57.8) 
ホワイトカラー 60 (28.8) 56 (35.2) 116 (31. 6) 
プワレーカラー 17 ( 8.2) 14 ( 8.8) 31 ( 8.4) 
その他 5 ( 2.4) 3 ( 1.9) 8 ( 2.2) 
χ'=.579 V=.073 
世帯類型 単身 36 (11.3) 27 (10.6) 63 (11.0) 
夫婦のみ 120 (37. 5) 90 (35.4) 210 (36.6) 
夫婦(片親)と未婚の子ども 151 (47.2) 126 (49.6) 277 (48.3) 
その他 13 ( 4.1) 1 ( 4.3) 24 ( 4.2) 
χ2 =.938 V=.027 
世帯年収 ~400 万円未満 75 (25.6) 60 (24.5) 135 (25. 1) 
400~600 万円未満 45 (15.4) 48 (19.6) 93 (17.3) 
600~800 万円未満 47 (16.0) 43 (17.6) 90 06. 7) 
800~1000 万円未満 33 (11. 3) 29 01.8) 62 01.5) 
1000~1200 万円未満 33 (11.3) 32 (13. 1) 65 (12. 1) 
1200万円以上 60 (20. 5) 33 (13. 5) 93 (17.3) 
χ2=.324 Vニ 104
居住年数 5年未満 22 ( 6.9) 29 (11. 7) 51 ( 9.0) 
5~15 年未満 57 (17.8) 44(17.7) 101 (17.8) 
15~25 年未満 69 (21. 5) 54 (21. 8) 123 (21. 6) 
25~28 年 173 (53.9) 121 (48.8) 294 (51. 7) 
χ2 =. 224 V=.088 
居住形態 持ち家 308 (95.4) 232 (92.1) 540 (93.9) 
借家 15 ( 4.6) 20 ( 7.9) 35 ( 6.1) 
χ2ニ 101 V二 068
~IJ住居形態 持ち家 77 (24. 8) 54 (22.0) 131 (23.6) 
民間賃貸 42 (13.5) 71 (29.0) 113 (20.4) 
公共賃貸・その他 191 (61. 6) 120 (49.0) 311 (56.0) 
χ'=.000 V竺 192
団地内友人数 。人 47 (14.5) 41 (15. 8) 88 (15.1) 
1~5 人未満 130 (40.1) 106 (40.8) 236 (40.4) 
5~10 人未満 66 (20.4) 61 (23.5) 127 (21. 7) 
10~15 人未満 41 (12.7) 24 (9.2) 65 (11. 1) 
15人以上 40 (12. 3) 28 (10.8) 68 (11.6) 
χ2ニ 622 Vニ 067
部屋タイプ 3DK 69 (21. 6) 129 (51. 6) 198 (34.8) 
3LDK 250 (78.4) 121 (48.4) 371 (65.2) 
χ2ー .000 V二 312
管理組合役員経験 なし 285 (92.5) 216 (95.2) 501 (93.6) 
あり 23 ( 7.5) 1 ( 4.8) 34 ( 6.4) 
χ'=.219 V=.053 
自治会役員経験 なし 227 (75.2) 172 (74.5) 399 (74.9) 
あり 75 (24.8) 59 (25. 5) 134 (25. 1) 
χ2 =. 852 V=.008 
-数字は人数、( )内は%を表わす。
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理組合との日常的な紙織的交流活動はみられない。
3. 4 分析結果
次に、独立変数に設定した管理システム要因、
生活規定要因、居住環境関連要因、参加行動関連
要因の4変数群について、主成分分析で要約し
た満足度および関心度を表す 7変数との関連性
を確かめるため、分散分析を行った。この分析に
よって、満足度および関心度の各変数と関連のあ
る独立変数を表16のとおり特定することができ
た。本分析の主要な視点は、自立型システムと依
存型システムという管理組合のタイプの違いを、
居住者の満足度および、関心度の違いの面から説明
しようとするものであるが、この分析結果からは、
管理組合のタイプという構造効果のみが原因では
なく、他の個人属性もそれぞれ独立に寄与した結
果であることが確認できる。そこで、これらの複
数の原因変数に対して擬似関係や媒介関係を統制
したときの各満足度および関心度に対する各要因
の相対的な重要性を明らかにするために、多重分
類分析を行った。以下、各々の満足度および関心
度について多重分類分析による分析結果をもとに
考察する。
(1)経済性満足度
まず、執行活動の経済合理性・効率性に対する
評価について、管理組合費および修繕積立金の運
用と板橋区からの財政的支援の受け止め方に着目
して、分析結果を考察する。
①経費満足度
経費満足度については表17に示すとおり、管
理組合のタイプが独立の効果をもち、 S組合>T
組合であって、つまり自立型が依存型に対して高
い満足傾向がみとめられた。この理由としては、自
立型ではすでに管理会社への委託を行っておらず
各専門業者と個別に契約を結ぶ関係であるため、基
本業務と呼ばれる日常的な管理業務について直接
見積もり入札制が運用されていること、および多
くの修繕工事でも同様に見積もり入札制を運用す
る取り組みが行われていることを指摘できる。こ
れらの理事会の取り組みが、結果的に財政運営の
経済合理性を高め、管理組合費や修繕積立金の運
用に対する居住者の評価を高めることにつながっ
ていると考えられる。他方、依存型では、分譲当
初からの管理会社との継続的な契約関係のもと理
事会と管理会社との問で交渉は行われているが、
大規模修繕工事以外では見積もりを採らない慣行
表 16 管理システム要因・生活規定要因・居住関連要因・参加行動関連要因を独立変数とした分散分析結果
満足度 関心度
独立変数 (l) (2) (3) (4) 
①経費 ②対成果 透明性 ①安全性 ②住環境 ①認知度 ②参加度
管理組合のタイプ . 175榊 157仲 337柿 .281柿 .500枠 128** 
性別 .130料 .091ホ
年齢 .185料 .144* .173紳 .146キ . 137* 
学歴
就業状態 125キ
職業階層
世帯類型 . 143* .147柿
世帯年収
居住年数 .200紳 . 163紳 .124本
居住形態 .090* 
前住居形態 186料
団地内友人数 . 133* .187柿
部屋のタイプ .120材 .113本 . 161料 181材 .198柑
管理組合役員経験 .113本 .234材
自治会役員経験 . 137榊
-料 pく.01 * p<.05の水準で有意で、あったものを示した。
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表 17 r経費満足度」の多重分類分析表
独立変数 カァゴリー 標本数 調整前 調整後 中日関比 偏相関比
管理組合のタイプ S組合 284 . 131 098 . 145 . 104* 
T組合 179 .165 -.113 
年齢 20~50 歳未満 77 .340 . 184 207 . 105 
50~60 歳未満 133 .049 .003 
60~70 歳未満 171 .100 050 
70歳以上 82 304 .159 
世帯類型 単身 42 098 .029 . 164 .095 
夫婦のみ 171 .206 119 
夫婦(片親)と未婚の子ども 172 .113 .039 
その他 173 .333 298 
居住年数 5年未満 174 一.410 .196 . 190 .084 
5~15 年未満 175 . 156 -.015 
15~25 年未満 176 .058 .034 
25~28 年未満 177 175 .082 
居住形態 持ち家 178 .031 .019 057 .009 
借家・その他 179 一.212 .020 
部屋のタイプ 3DK 180 一.187 一.093 . 144 .077 
3LDK 181 .116 .070 
重相関係数 .280紳
-調整前、調整後は予測平均値で、 f直は小数点、第4位を四捨五入したものである。
.林 pく.01本 pく.05の水準て、有意であったものを示した。
がみられる。また、前述したように調査時点にお
いて修繕積立金会計は事実上の赤字運営が行われ
ており、これらの理由が、居住者の評価が自立型
より相対的に評価が低くなることの原因のひとつ
であると考えられる。
②対成果満足度
次に、対成果満足度については表18に示すと
おり、管理組合のタイプと性別の両者にそれぞれ
独立の効果がみとめられた。 s組合>T組合で
あって、つまり自立型が依存型よりも高い満足傾
向を示し、また、両組合を通じて、女性の方が男
性よりも高い満足傾向を示している。
まず、管理組合のタイプについてのこのような
結果は、自立型においては、前述のように緑化事
業および、階段手すり設置事業の重要性が高く認識
される居住環境にあるために、これら 2つの事
業に対する板橋区の財政的支援を受けたことが高
い評価につながったと考えられる。他方、依存型
においては緑化事業の規模が自立型より小さく、
受けた財政支援が保存樹木についてのみであるこ
と、また階段手すり設置事業については、エレ
ベーターのない自立型に比べて、隔階止まりのエ
表 18 r対成果満足度」の多重分類分析表
独立変数 カァゴリー 標本数 調整前 調整後
管理組合のタイプ S組合 288 .125 .104 
T組合 181 200 .168 
性別 男 211 .133 137 
女 258 .108 111 
部屋タイプ 3DK 152 一.160 115 
3LDK 317 .076 .054 
重相関係数
-調整前・調整後は予測平均値で、値は小数点第4位を四捨五入したものである 0
.帥が 01* pく05の水準で有意であったものを示した。
相関比 偏相関比
159 .133紳
. 121 .124料
.111 .079 
212判
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レベーターがあるために相対的に階段手すりの利
用価値への評価が低いことが指摘できる。これら
の理由が、財政的支援の受け入れへの評価が依存
型において低くなることの原因だと考えられる。
次に、性別による効果については、日常的な利
用の機会の差が評価に表れたと考えられる。居住
者向け調査票のデータからは、女性は男性に比べ
てパートタイマーや無職の者が多いことがわかり、
無職のカテゴリーには定年退職者や専業主婦を含
んでいるため、団地内で過ごす機会は、女性のほ
うが多いと考えられる。このため、居住環境の整
備を後押しした板橋区の財政的支援制度の受け入
れを女性のほうが高く評価した結果になると考え
られる。
(2 )透明性満足度
次に、運営プロセスの透明性・公開性に対する
評価を、運営プロセスとその成果に着目して分析
結果を考察する o 透明性満足度については、表
19に示すとおり、管理組合のタイプと管理組合
役員経験の両者にそれぞれ独立の効果がみとめら
れる。 S組合>T組合であり、つまり自立型が依
存型よりも高い満足傾向を示し、また、両組合を
通じて、管理組合経験者のほうが非経験者よりも
高い満足傾向を示している。さらに、管理組合の
タイプの違いによる効果のほうが管理組合役員経
験者の効果よりも相対的に強いことが指摘できる。
まず、管理組合のタイプによる効果について
考察する。自立型では、理事会による広報活動や
階段委員会の活用が、情報提供機能や情報の
フィードパック機能を果たしており、情報公開と
運営プロセスの透明性が高く評価されたと考えら
れる。他方、依存型では、自立型に比べて理事会
の広報活動や階段委員会の活用の程度が低く、工
事発注の経緯などの運営プロセスを居住者が知る
ための機会が制約されていることから、相対的に
低い評価につながったと考えられる。
次に、管理組合役員経験については、経験者と
非経験者では、業務の運営プロセスの認知および
業務内容の理解に差があることが表れていると考
えられる。つまり、役員を経験していない一般の
居住者は相対的に組合運営に理解できない点を多
く感じているが、経験者は自分たちの経験に照ら
し運営プロセスの実態について理解があるため、
運営の透明性を高く評価する結果を示していると
いえよう。
( 3)快適性満足度
次に、執行活動の効用・便益への評価について、
全般的な居住環境の整備状況や地域社会の醸成に
着目して、安全性満足度と住環境満足度を通して
分析結果を考察する。
①安全性満足度
安全性満足度については、表20に示すとおり、
管理組合のタイプの違いによる効果は分散分析に
おいてすでにみられず、この点において、 S組合
(自立型)がT組合(依存型)より管理行動の有
効性が高いという仮説は支持されない結果となっ
表19 r透明性満足度」の多重分類分析表
独立変数 カァゴリー 標本数 調整前 調整後 相関比 偏相関比
管理組合のタイプ S組合 287 279 .250 .332 .298榊
T組合 208 一.391 .351 
年齢 20~50 歳未満 78 ー.164 .142 . 141 . 101 
50~60 歳未満 140 一.067 .052 
60~70 歳未満 179 一.028 .001 
70歳以上 98 .264 .176 
部屋のタイプ 3DK 164 一250 .098 .175 .068 
3LDK 331 120 .045 
管理組合役員経験 なし 462 .034 .026 .117 .090* 
あり 33 .434 .334 
重相関係数 .368帥
-調整前・調整後は予測平均値で、値は小数点第4位を四捨五入したものである。
.林 pく01' pく05の水準で有意であったものを示した。
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た。なお、多重分類分析では、両組合を通じて居
住年数と団地内友人数についてそれぞれ独立の効
果がみとめられるが、その効果は弱いことがわか
る。居住年数については年数が長くなるほど高い
満足傾向を示し、団地内友人数については友人数
が多くなるほど高い満足傾向を示している。
まず、居住年数については、年数の長い人ほど
防災や防犯の点での建物の構造や設備への慣れが
生じることや知人が増えることが、安心感をもた
せ、団地の安全性への評価を高めていると考えら
れる。次に、団地内友人数については、友人数が
多いほど近所づきあいに満足しており、このよう
なフェイス・トゥ・フェイスの関係が防犯や防災
への効果を高めることにつながって、安全世に高
い評価を与えていると考えられる。
また、この安全性満足度については、 T|組合
がエレベーター内に防犯カメラを設置したり、ピ
ロティの耐震工事に向けての調査をすすめ℃いる
時期であったため、その取り組みが高く評価され
るのではないかと思われたが、統計的に有意な結
果は表れなかった。他方、 S組合では、建物診断
の計画はあったが、調査時点では具体化されてい
ない段階であり、防犯へ積極的な取り組みも観察
されなかった。この例からもうかがわれるように、
依存型組合理事会の積極的な事業展開が、居住者
に十分に評価されにくい構造が浮かび上がってく
ることにも注意を向けなければならないだろう。
つまり、理事会の運営プロセスが居住者によく理
解されていないために、居住者が理事会の事業展
開に高い評価を与えないか、あるいは、事業展開
の方向や決定それ自体が必ずしも居住者に広く受
け入れられていないという状況を示している可能
性を否定できないのである。
②住環境満足度
次に、住環境満足度については、表21に示す
とおり、管理組合のタイプのほか、性別、部屋タ
イプのそれぞれについて独立の効果があることが
確認できた。組合タイプでは、 S組合>T組合で
あり、つまり自立型は依存型より高い満足傾向を
示し、両組合を通じては、女性は男性より高い満
足傾向にあり、また、 3LDK居住者は3DK居住
者よりも高い満足傾向をもつことがわかる。さら
に、管理組合のタイプによる効果が、部屋タイプ
および性別の効果よりも相対的に強いことが指摘
表20 r安全性満足度」の多重分類分析表
独立変数 カァゴリー 標本数 調整前 調整後 相関比 偏相関比
年齢 20~50 歳 82 .083 .050 .154 .119 
50~60 歳 136 .153 一.096
60~70 歳 185 030 .089 
70歳以上 95 .291 .211 
世帯類型 単身 46 .042 一.005 . 155 .124 
夫婦のみ 185 . 121 .056 
夫婦(片親)と未婚の子ども 245 -.066 .012 
その他 22 611 一.570
居住年数 5年未満 47 -.240 .172 .154 .106牢
5~15 年未満 86 .095 .061 
15~25 年未満 106 -. 191 .139 
25~28 年未満 259 .133 .087 
団地内友人数 0人 75 .264 一.210 .142 . 120キ
1~5 人未満 197 .069 一.072
5~10 人未満 117 081 .086 
1O~15 人未満 57 . 141 . 101 
15人以上 52 .202 .168 
重相関係数 .259紳
-調整前・調整後は予測平均値、値は少数点、第4位を四捨五入したものである。
. * pく 01 * pく lの水準で有意であったものを示した。
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表 21 r住環境満足度Jの多重分類分析表
独立変数 カァゴリー 標本数 調整前 調整後 相関比 偏相関比
管理組合のタイプ S組合 295 .245 189 . 272 .241帥
T組合 183 .315 .305 
性)3IJ 男 215 一.074 102 .095 .093* 
女 263 .116 .084 
就業状態 自営業系 37 .170 .210 .126 .119 
正社員 122 .174 .185 
ノfー トタイマー 67 .014 .013 
無職 252 .113 .062 
部屋タイプ 3DK 153 一.250 -. 188 .192.129紳
3LDK 325 162 .088 
重相関係、数 .337紳
-調整前・調整後は予測平均値で、値は小数点第4位を四捨五入したものである。
.林 p<.01' pく.05の水準で有意で、あったものを示した。
できる。
まず、自立型では、組合運営の経済性を表す対
成果満足度の説明で述べたとおり、緑化事業と階
段手すり設置事業に板橋区の財政的支援を取り入
れながら、意欲的に取り組んでいることが指摘で
きる。また、緑化事業の重要性と階段手すりの利
用価値が依存型よりも高い居住環境にあることも、
このような組合運営の成果として緑化および階段
手すりの便益を高く評価することにつながった一
因であると考えられる。
次に、部屋タイプおよび、性別による効果の解釈
については、住環境評価には環境そのものの評価
と環境を居住者が自らの生活構造のなかに組み入
れる過程での評価という 2つの側面が含まれる
という既往研究の知見がそのまま当てはまってい
る(注 22)。つまり、家事労働などを通して団地
内で過ごすことが多くなる生活構造をもっ女性が
緑化と階段手すりの便益を高く評価し、 3DKに
比べて広い 3LDKの居住者が住戸に対する満足
度を住環境の満足度に拡大するかたちで高い評価
をあたえているとみることができる。
(4)管理行動関心度
次に、組合運営への居住者の関心として、居住
者の意識と行動の側面から、管理行動認知度およ
び管理行動参加度についての分析結果を考察する。
①管理行動認知度
まず、管理行動認知度については、表22に示
すとおり、管理組合のタイプが独立の効果をもっ
ことが確認できた。 S組合>T組合であり、つま
り自立型における認知度が依存型に比べてかなり
高いことがわかる。管理行動に対する居住者の意
識面での認知については、緑化と階段手すり設置
について板橋区による財政的支援を受けたことを
知っているかどうかを指標としているため、これ
と関連する対成果満足度や住環境満足度に表れた
傾向と同じく、自立型居住者においてその重要性
が大きく捉えられたことも認知度を高めた一因で
あると考えられる。
しかし、管理組合のタイプと管理行動認知度の
関連性が強いということは、このような事業の管
理行動に占める比重の違いよりもむしろ理事会に
よる運営スタイルの違い、つまり情報提供の質や
量の違いをも反映したものとみることができる。
これは、自立型の理事会による広報紙のタイム
リーかつ詳細な管理行動の報告内容と階段委員会
および階段委員を中心とした各階段単位での連絡
協議機能によるところが大きいと理解できる。
このことから、居住者の管理行動への意識およ
び関心は、自立型における理事会運営の透明性に
関連して、その情報公開の程度や情報のフィード
パック機能によって影響を受け、依存型よりも高
い傾向を示すものと考えられる。
②管理行動参加度
管理行動参加度については、表23に示すとお
り、管理組合のタイプのほか、団地内友人数、管
理組合役員経験のそれぞれに独立の効果があるこ
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表22 r管理行動認知度Jの多重分類分析表
独立変数 カァゴリー 標本数 調整前 調整後 相関比 偏相関比
管理組合のタイプ S組合 290 .424 .413 .492 .479** 
T組合 195 一.589 -.573 
年齢 20~50 歳 78 .245 .201 .162 . 123 
50~60 歳 134 一.111 .051 
60~70 歳 178 . 132 .147 
70歳以上 95 196 .047 
居住年数 5年未満 42 .208 .066 139 .035 
5~15 年未満 84 . 121 .067 
15~25 年未満 105 . 101 .033 
25~28 年未満 254 148 .040 
前住地の住居形態 持ち家 112 .084 .085 .183 .098 
民間賃貸 90 .311 一.117
公共賃貸・その他 283 .160 .099 
団地内友人数 0人 72 .257 .204 . 135 .122 
1~5 人未満 193 -.019 .017 
5~10 人未満 112 162 .192 
1O~15 人未満 57 .140 .082 
15人以上 51 080 一.003
部屋タイプ 3DK 155 .278 .019 .200 .024 
3LDK 330 .155 .033 
重相関係数 542本*
-調整前・調整後は予測平均値で、値は小数点第4位を四捨五入したものである。
料 p<.Ol' pく05の水準で有意であったものを示した。
表23 r管理行動参加度」の多重分類分析表
独立変数 カァゴリー 標本数 調整前 調整後 相関比 偏相関比
管理組合のタイプ S組合 276 -.096 .106 140 . 153紳
T組合 181 .199 .214 
年齢 20~50 歳未満 77 -.270 195 131 .100 
50~60 歳未満 126 368 .146 
60~70 歳未満 167 100 .096 
70歳以上 87 . 104 .078 
団地内友人数 0人 67 .309 .293 .214 . 194柿
1~5 人未満 186 .108 .072 
5~10 人未満 101 .185 . 135 
1O~15 人未満 55 .240 .184 
15人以上 48 .384 .394 
管理組合役員経験 なし 426 -.040 .034 .222 .201材
あり 31 .865 .784 
自治会役員経験 なし 346 .056 .008 .132 049 
あり 111 .261 .110 
重相関係数 .355料
-調整前・調整後は予測平均値で、値は小数点第4{立を四捨五入したものである。
料 pく.01' pく.05の水準て、有意であったものを示した。
とを確認できた。組合タイプでは、 T組合>S組 高い参加度を示し、また、管理組合役員経験者の
合であり、つまり依存型が自立型よりも高い参加 ほうが非経験者よりも高い参加行動を示すことが
度を示し、両組合を通じては、友人数が多いほど わかる。
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まず、管理組合のタイプによる効果について考
察する。この管理行動参加度は、総会への参加と
広報を読む程度の 2つの側面により構成されて
いるが、主に総会への参加行動が効いたものであ
る。これまでの分析結果とは大きく異なり、両組
合ではほとんど差異がみられず、わずかに依存型
における参加行動が高いことが注目できる。総会
へ参加したと回答した居住者は、両組合ともに50
人前後であるが、回答者中に占める割合では、依
存型が約4%高い参加行動を示している。広報紙
を読む程度については両組合で差はみられず、配
布されたものには目を通す回答者は約80%である。
この結果からみる限り、自立型のように管理行動
に対する居住者の満足度や認知度が高ければ、同
様に管理行動に対する参加行動が高くなるとは一
概にいえないという結果が表れている。
総会においては、書面又は代理人による議決権
行使が認められ、これを含めて出席組合員の過半
数の賛成が得られるならば、普通決議事項の議案
の場合は承認されることになっている(注23)。一
般に総会への出席者は少ないといわれるのが現状で
あるが、ここで依存型の参加者が自立型より若干
上回るのはなぜだろうか。両組合の理事会の管理
行動特性から推測すれば、次のように解釈するこ
とができる。
前述したように、依存型では情報公開の内容が
かなり限られており、修繕積立金会計は事実上赤
字の状態であり、居住者の不満も少なくないとみ
られる。他方、自立型では居住者が知ることがで
きる情報量が日頃から豊富であり、総会以外にも
階段委員会などを通じた協議の場が積極的に活用
されているため、管理行動への満足度は依存型に
比べ高い傾向を示しており、理事会に対する支持
は高いとみられる。このことから、依存型の組合
運営について不満や危機感をもっ居住者が理事会
の方針を聴き、疑問を晴らす機会として総会に出
席したのではないかと考えることができる。他方、
自立型において参加者が多くならない理由は、日
頃の運営に関する情報開示と透明度の高い運営プ
ロセスとによって管理行動に対する満足度が高い
ために、理事会の決定に対する支持や信頼感が醸
成され、かえって総会参加意欲が低まるからでは
ないだろうか。このことは、情報開示や透明性の
高い運営プロセスが居住者の支持を集めたとして
も、それだけで、は総会への参加を促す十分な条件
にはならないことを示すものである。
次に、両組合を通じての団地内友人数による効
果については、友人数が多い居住者のほうが少な
い居住者よりも仲間意識や居住者としての連帯感
を感じており、このことが参加行動の高さに結び
ついていると考えられる。さらに、管理組合役員
経験者による効果については、現職役員および経
験者としての責任感はもとより、最高意思決定機
関である総会の機能への理解度が高いことや、経
験者は組合運営を理解しているために総会で理事
会の方針に対して意見を述べることができる技量
をもちあわせていることが、参加行動を促す要因
であると考えられる。
3. 5 考察
以上の分析の結果から得られた管理組合タイプ
と関連性をもっ知見を、それぞれの管理組合タイ
プの管理行動特性の仮説と対比してみるならば、
以下のような点を指摘することができる。
①管理行動に対する居住者の満足度分析で明らか
になった傾向は、管理行動特性の仮説で挙げた
経済性、透明性、行動成果としての有効性の次
元に関連する説明要因として捉えられるが、自
立型としてのS組合のほうが依存型としてのT
組合より総じて相対的に高い評価が得られてい
ること。
②居住者の認知度分析から得られた傾向は、管理
行動特性の仮説で挙げた参加度と理事会の指導
性の次元に関連する説明要因として捉えられる
が、組合事業への理事会の創造的かつ積極的な
取り組み姿勢がみられ、運営プロセスが居住者
に聞かれた自立型としてのS組合においてかな
り高い傾向にあること。
③居住者の参加度分析から得られた傾向は、管理
行動特性の仮説で挙げた参加度の次元に関連す
る説明要因として捉えられるが、自立型と依存
型でほとんど差異がみられず、依存型としての
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T組合のほうがわずかに高い傾向にあること。
調査票分析による参加度は、総会参加および広
報読量に限って測定したものであるため、組合
運営に対する様々なレベルでの参加行動を総合
的に評価しておらず、管理組合のタイプの違い
を十分には反映していないとみられること。し
たがって、居住者の参加行動を上記の②で指摘
した聞かれた運営スタイルと併せて総合的に考
察すれば、むしろ自立型としてのS組合のほう
が依存型としてのT組合に比べ居住者の参加
のチャネルが多く用意されており、参加の度合
いは高いと評価できる余地があること。
④居住者の満足度、認知度および参加行動の多く
の次元で、自立型としてのS組合が依存型とし
てのT組合に比べて高い傾向にあることの背
景要因としては、管理会社や専門業者のもつ専
門性を背景とした影響力からの管理組合の自立
性と組織としての内部的な自律性はもとより、
理事会が居住者に聞かれた運営を指向している
ことによるところが大きいと解釈できること。
4.結論
前2章では、管理組合理事会の組織特性として
の組織構造と管理行動、および管理行動に対する
居住者意識からの満足度および関心度について分
析を行ってきた。その際の分析枠組みは、理事会
の組織特性における違いを、理事会の受託会社か
らの自立性と組織としての自律性・自主性という
観点から、自立型管理システムと依存型管理シス
テムに仮説的に類型化して捉えるものであった。
さらに、この枠組みによる事例観察によって2つ
の組合を比較分析し、両システムの理事会におけ
る組織特性を明らかにし、また管理行動特性の仮
説とこれに対応するかたちで居住者の満足度およ
び関心度を明らかにした。
そこで得られた知見は次のようなものである。
すなわち、自立型管理システムとしてのS組合理
事会は、分権的で、柔軟性、専門能力がともに高
い組織構造や、居住者に聞かれた組合運営スタイ
ルといった管理行動特性によって、居住環境の適
切な維持管理を行うための管理システムを支えて
いると考えられる。他方、依存型管理システムと
してのT組合理事会は、集権性、公式性がとも
に高く、専門性の低い組織構造や、居住者に閉じ
られた組合運営スタイルといった管理行動特性の
もと、管理会社と協調してその管理システムを支
えていると考えられる。
また、管理行動特性の仮説のうち、運営プロセ
スにおける経済性や透明性およびそのプロセスを
通した行動成果の有効性といった側面については、
管理行動に対する居住者の満足度の側面からみた
経済性、透明性および快適性といった対応するほ
とんどの評価項目において、自立型が依存型と比
べて相対的に高い評価を得ていることが検証でき
た。さらに、管理行動特性の仮説のうち参加度に
ついては、これに対応する居住者の関心度の側面
からみた認知度の面で、自立型において高い傾向
が確認された。この点については、板橋区による
財政的支援活動に対して自立型組合の理事会が積
極的に取り組んだことが居住者に高く評価された
こととの関連性も認知度を高めた一因として指摘
することができる。
しかし、最高意思決定機関である総会への参加
を主とした参加度については、自立型と依存型と
の間でほとんど差異がみられず、依存型の方がわ
ずかに高い結果であることを確かめることになっ
た。つまり、居住者が示した理事会の管理行動に
対する高い満足度は、直接の総会参加行動には結
びついていないと解釈することができる。
以上の知見は、自立型管理システムと理事会の
管理行動に対する居住者の満足度および関心度と
いった意識や行動をつなぐ媒介要因として、理事
会が組合運営プロセスへの居住者参加のチャネル
を多く設け、聞かれた組織運営を志向することや、
専門性を背景とした管理会社等の外部組織の影響
力との関係の執り方といった理事会の組織特性の
条件を考慮にいれる必要を示唆するものである。
注
1) W平成 11年度東京都住宅白書』、 p.166.
2)具体的には、東京都および特別区におけるマン
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ション関連施策として、管理組合に対する専門的
技術的支援としての相談体制が整備され、財政的
支援としての住宅施策・福祉施策による共用部分
への助成制度がつくられている。さらに、国レベル
では、 2∞0年12月に議員立法によって「マンショ
ンの管理の適正化に関する法律」が制定され、 2002
年6月には「マンションの建替えの円滑化等に関す
る法律Jが成立した。また、法制審議会では区分
所有建物の管理の適正化、その建替え実施の円滑化
等の観点から、建物区分所有法の改正が目下検討
されている。
3)非営利組織としての管理組合の分析にあたっては、
非営利組織の経営に関する小島(1998)、田尾
(1999)による既往研究に示唆を与えられるところ
が大きい。
4)梶浦ほか (1997)、p.11.
5)梶浦ほか (1997)に詳しい。
6)斎藤 (2002)参照。
7)倉沢ほか (1986)参照。
8)尾崎 (1996)および同「マンション居住者間紛争
処理過程J~都市問題』第 92巻第 2 号 pp.45-56 
参照。
9)田野崎 (1992)参照。
10)建設省住宅局民間住宅課監修『中高層共同住宅標
準管理規約の解説~ pp.160~ 162および、 pp.212~220
によると旧建設省が定めた標準管理規約では、総会
が最高意思決定機関として位置づけられている。
しかし、理事会は業務執行の具体的な意思決定機
関としてかなり重要な事項まで事実上決定し、経常
的な執行活動を行っている。このことから、理事
会の組織特性の分析は、管理組合の分析に不可欠
だと考えられる。
11)ダール (1999)における経験の分析に示唆を受け
た。
12)調査は3つの管理組合を対象に行ったが、本論文
では、まずこのうちはじめの 2つの管理組合の比
較を取り上げることにした。他2つの組み合わせ
の比較分析については、別稿を予定している。
13) W平成12年度東京都住宅白書』、 p.26.
14) ~板橋区マンション実態調査報告書』、 p.27.
15) ~図で見るマンション管理』、 p.136.
16) 小林・藤木 (2000) 、 pp.96~98.
17)小島(1998)、p.152を参考に、組織構造のうち集
権性、公式性、複雑性(専門性)の3つを道具概
念として使用した。なお、本書では環境適応理論
に基づく非営利組織の分析枠組みとして、資源依
存性に着目して他律的統治と自律的統治の類型が
提示されているが、後者の事例とされている非営
利組織の場合、理事会内部における理事と経営の
プロである経営管理者の 2重構造が前提とされて
おり、とくに組織行動の次元である水平的な調
整・相互伝達にかかる3つの指標が、組織構造の3
つの指標と併せて提示されている。しかし、この
組織行動の指標は、本論文の管理組合の分析にそ
のままあてはめることは適当でないと考えられる
ので、この部分は採用しないこととし、独自に理
事会管理行動分析のための概念と指標を考案する
こととした。
18)東京都住宅局 (1999)~マンションの維持・管理に
関する調査報告書』、 p.324には、日本住宅管理組
合協議会へのヒアリング結果として「管理組合の
役員は3年くらい継続するとわかってくるので、
少なくとも 2年で半数が交代するようなシステム
が望ましいのではないか」とある。他方、役員の
長期にわたる継続については官僚制化による弊害
も考えられる。
19) S組合では、芝生の草取りは基本的に居住者が
行っているが、 T組合に比べて緑地が広いため、
年間の予算規模は約1000万円で一般会計に占める
割合は大きい。
20)板橋区による共同住宅への階段手すり設置につい
ての助成制度は、東京都の福祉のまちづくり指針
がいまだ共同住宅のバリアフリーを施策に組み入
れていない段階での、先行的試みであったことを
指摘しておかなければならない。
21)統計処理にはSPSSlO.0を使用した。
22)倉沢ら(1986)のなかの竹中英紀「コミュニティ
設計とライフスタイル一生活空間の社会的・主体的
構成 j、p.152参照。
23)建設省住宅局民間住宅課監修『中高層共同住宅標
準管理規約の解説~ pp.173~181参照。
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Condominium ownership has become an increasingly common and popu加 formof home 
ownership for city dwel1ers. The purpose of this paper is to examine organizational and social factors 
supporting voluntary management of condominiums by homeowners' associations. As part of 
comparative study of three condominiums homeowners associations in T Housing Estate in Itabashi・ku，
Tokyo， the author has focused on two of them in this s印dy.
The two associations were typified into “independent homeowners' association" and “dependent 
homeowners' association" based on the assumption that the former has; a) a higher degree of 
independence of the board of trustees仕omoutside specialized management companies and b) a higher 
degree of autonomy of the homeowners' association as a non-profit organization. Qualitative analysis 
was conducted on the board oftrustees ofboth associations focusing on their structures and management. 
Quantitative analysis was conducted through a questionnaire sぽveyon the residents asking their degree 
of satisfaction and interest in board 'scondominium management. Results of the two were then combined 
for further consideration. Major findings ofthe study are as follows: 
1) The qualitative analysis indicates that the board under the “independent" homeowners' association 
is more decen凶 lized，flexible， has higher degree of professionalism， and is more open to residents 
in their management activities. 
2) On the contrary the board under the “dependent" homeowners' association was not open to residents 
and had a stronger relationship with the management company. 
3) The quantitative analysis ofhypothetical items used to evaluate; a) residents' degree ofsatisfaction 
in terms of economic efficiency，回nsparencyand comfort and b) resident' degree of awareness and 
interest， shows that's the residents under the “independent homeowners' association" gave higher 
scores for most items than the “dependent" group. 
These findings suggest that the openness of board management， resident' participation in the 
management process， and the autonomy of the board are organizational and social factors supporting 
voluntary management by the homeowners' association. 
